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北海道における改質Ⅱ型アスファルトを用いた 

耐流動対策舗装の適用条件について 

丸山 記美雄＊ 髙橋 守人＊＊ 

 

１．はじめに 

北海道開発局（開発土木研究所維持管理研究室）で 

は、北海道に適した改質Ⅱ型アスファルトを用いた耐 

流動対策舗装として、細粒度ｷﾞｬｯﾌﾟｱｽｺﾝ13F55（改質 

Ⅱ型）について試験施工を行い、わだち掘れやひび割 

れについて継続調査をして適用性の検討をすすめてい 

たところであるが１）２）、流動わだち抑制効果が確認され 

た事から、対策が必要な場所に適用していく事となっ 

た。 

このため、実際の運用に当って「北海道における改 

質Ⅱ型アスファルトを用いた耐流動対策舗装暫定指 

針（案）平成12年4月」を作成した。 

この暫定指針（案）には、北海道開発局における改 

質Ⅱ型舗装の適用条件及び適用路線区間が示されてい 

るが、本資料は、この適用条件及び適用路線区間を選 

定した根拠について解説するものである。 

暫定指針（案）に示された路線区間以外でもわだち 

発生が著しい箇所は存在すると思われるが、暫定指針 

（案）における適用路線区間の選定根拠を踏まえ、そ 

のような箇所に耐流動対策を行うか否か判断する際の 

参考となれば幸いである。 

 

２．適用条件と路線区間選定手順の概要 

適用条件の決定と路線区間選定を行う手順の概要を 

図－１のフローに示す。各々の項目の詳細については 

以降の章で順次解説する。 

要点は、流動わだちを予測する際に、大型車交通量 

と路面高温ポイントを指標とした点である。これは、 

流動わだちは大型車交通量だけでなく、路面温度とそ 

の出現時間数が大きく影響し、路面温度が高い時にど 

れだけ多くの車両が通過するかに影響されると考えら 

れるからである。 

平成７年の試験施工箇所の継続調査結果を基に、流 

動わだちの予測、摩耗わだちの予測をし、n年後のわ 

だち量の予測式を算出する。 

そして、この予測式を用いて、10年でわだち量が 

30㎜以上となる箇所の大型車交通量と路面高温ポイ 

ントの関係を求め、この条件に合致する路線区間をＨ 

９年交通センサスデータとＨ６年～Ｈ10年度アメダス 

データを用いて選び出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．Ｈ７年試験施工箇所データの整理 

Ｈ７年試験施工は表－１に示す道内14箇所で改質Ⅱ 

型混合物を舗設し、比較のためストアス混合物又はゴ 

ム入り混合物を舗設している。 

施工後の継続調査は１調査箇所につき20ｍおきに３ 

本の横断測線を設定し、側線の両端に高さの基準とな 

るピンを打ち、この間の横断形状を横断プロフィル 

メータで測定しており、３側線の最大わだち量を平均 

してその地点のわだち量とした。極端に流動し、隆起 

を生じている場合は最大わだち量を隆起量分補正して 

いる。 

舗装路面横断形状の測定は毎年５月と10月に行って 

おり、５月から10月までの変形量を流動わだち量、10 

月から翌年５月までの変形量を摩耗わだち量とした。 

 用いた基礎データはＨ７年秋～Ｈ11年秋期間の継続 
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調査結果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．流動わだちの予測式 

４－１ 流動わだちの影響要因 

 流動わだちは、舗装体温度が高温になった時に通過 

する大型車の数に影響されると考えられるので、流動 

わだちを大型車交通量要因と路面温度要因で説明する 

事とした。 

路面温度要因を取り込む方法を検討した結果、「路面 

高温ポイントと大型車交通量(台/時間)の積」という 

指標を取り入れ、流動わだちとの関係を把握する事を 

試みた。 

 

４－２ 路面高温ポイントについて 

大型車交通量要因と路面温度要因を取り込むために、 

①各温度による流動変形への影響度把握（路温が高く 

なるとどれくらい流動変形しやすくなるのか定量化） 

②路面温度の予測と温度出現累計時間の把握（舗装体 

温度を予測する手法、そして何時間くらい温度が高 

い状態が続くのかの把握） 

③大型車交通量要因と路面温度要因がわだち量に与え 

る影響程度を表す指標の作成（舗装体温度が高くなっ 

た時に通過する大型車の数をどう指標化するか） 

の３点を考慮した。これらの検討内容を以下に詳しく 

述べる。 

（１）温度による流動変形への影響度把握 

路面温度とアスファルト混合物の流動変形に関して 

は様々な報告がされているが、土木研究所資料第1213 

号３）によれば、舗装温度分布ごとの永久変形に与える 

影響度について、路面温度分布ごとの流動変形に与え 

る影響比を表－２のように報告している。 

 

図－２には、北海道の標準表層混合物である細粒度 

ギャップアスコン13Ｆを対象に、試験温度を変化させ 

てホイールトラッキング試験を行い、載荷後45分から 

60分までの15分間の変形量を示した。また、この変形 

量を各温度範囲別に比率（影響比）で表すと、表－３ 

のようになる。 

表－２と表－３を比較すると、影響比の値は各々異 

なるが、温度域が高くなると影響比が大きくなる傾向 

は同様であるので、本資料では表－２に示す影響度を 

用いる事とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）路面温度予測手法と温度出現累計時間の把握 

路面温度の予測に関しても種々の報告がされている 

が、本資料では開発土木研究所維持管理研究室による 

成果を用いた４）。予測式を（式－１）に示す。 

路面温度の算定式 

ＲＴ＝1.275ＡＴ＋9.095ＡＮ＋0.48 ･･･（式－１） 

ＲＴ：路面温度 

ＡＴ：近傍のアメダス気温 

ＡＮ：近傍のアメダス日照 

 これは、アメダス観測データの気温と日照時間から
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毎正時の路面温度を予測するものである。 

さらに各時間ごとに算出した路面温度を、20～30℃、 

30～40℃、40～50℃、50～60℃に分け、それぞれの温 

度域の年間累計出現時問を算出する事とした。 

（３）大型車交通量要因と路面温度要因がわだち量 

に与える影響程度を表す指標の作成 

（１）、（２）での検討結果を基に、路面温度を各路面 

温度帯に分類し、その５月～10月の間の出現累計時問 

と表－２に示す流動変形に与える影響比の積を路面高 

温ポイントと定義した。その算出式を（式－２）に示 

す。 

路面高温ポイント＝各路面温度帯の年間累計時間 

×影響比 ･･････（式－２） 

路面高温ポイントが高い所ほど路面温度が高い時間 

が長く、流動わだちを発生しやすい所と考えられる。 

（式－２）により、試験施工箇所近傍のアメダス観測 

点の測定値（Ｈ６年～Ｈ1O年度）から算出した路面高温 

ポイントを表－４に示す。 

 この路面高温ポイントに時間当たりの大型車交通量 

を掛けた値を、路面温度要因と交通量要因がわだち量 

に与える影響程度を表す指標として取り扱う事にした。 

 

４－３ 流動わだちの予測結果 

 図－３に、試験施工箇所における改質Ⅱ型、ｺﾞﾑ入 

り、ｽﾄｱｽの流動わだちと路面高温ポイント×大型車交 

通量の関係を示す。また、それぞれの相関式を示す。 

この相関式を改質Ⅱ型、ｺﾞﾑ入り、ｽﾄｱｽの流動わだち 

予測式とした。 

 

 

 

 

 

開発土木研究所月報 №567 2000年8月                                          45 



５．摩耗わだちの予測式 

５－１ 摩耗わだちの影響要因 

摩耗わだちは、通過する大型車の数に大きく影響さ 

れることから、大型車交通量との関係により説明する 

ものとした。 

 

５－２ 摩耗わだちの予測結果 

図－４に、改質Ⅱ型、ｺﾞﾑ入り、ｽﾄｱｽの摩耗わだちの 

計測結果とそれぞれの相関式を示す。この相関式が改 

質Ⅱ型、ｺﾞﾑ入り、ｽﾄｱｽの摩耗わだち予測式と考えら 

れるが、バインダー種別による違いはなくほぼ同じで 

あるので、図－５に示すように改質Ⅱ型、ｺﾞﾑ入り、 

ｽﾄｱｽで同一の摩耗わだち予測式とした。 

 

６．ｎ年後のわだち量の予測式 

得られた流動わだち、摩耗わだちの予測式を表－５ 

に示す。ここで、流動わだちのＸ軸は「累計路面高温 

ポイント×時間当たり大型車交通量（単位：百万）」、 

摩耗わだちのＸ軸は「累積大型車交通量（単位：百万 

台）」である。 
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この予測式を基に、それぞれの混合物のn年後のわ 
だち量予測式を以下のようにして求めた。 

７．適用の条件に関する検討 

７－１ 適用の条件 

改質Ⅱ型のわだち発生に対する耐久性はストアスの 

５倍であるという成果もあり2）、また、混合物の１ｍ3

当り単価の比率はｽﾄｱｽ１に対して改Ⅱ1.2である。 

したがって、わだちに対してのみの評価では北海道 

の国道のどの場所で使っても経済的であると考えられ 

るが、舗装修繕を必要とする破損の要因は、 

・わだち（摩耗、流動） 

・ひびわれ 

・剥離、骨材飛散 

・平坦性 

・凍結融解作用 

などがあり、これらによる破損を考慮した上で適用を 

判断する必要がある。 

特に、ひびわれに関しては試験施工を行った箇所で 

施工後４年の間にわだち部縦断ｸﾗｯｸが発生している区 

間もある。全国的にもこの問題が顕在化しつつありそ 

の対策等が検討されている。 

しかし現段階として、評価が可能なものはわだちに 

関してであるから、わだちが多いと思われる箇所や路 

線区間での使用に限定し、適用条件を設定するのが適 

当な方法であるといえる。 

そこで、10年以内にわだち量が30mm以上となる場 
所を適用の条件とする事とした。 

なお、10年及び30mmとしたのは、以下の理由から 
である。 

・一般的に、舗装の設計期間が10年とされている事５）。 

・北海道の国道延長約6,200㎞に対し、平成10年度、 

11年度における年間の維持修繕実績延長は約660㎞ 

であり、全道的に約10年に一回維持修繕が行われ 

ることになる事。 

・実際には維持修繕はＣ,Ｄ交通箇所に重点的に行わ 

れており、Ｃ,Ｄ交通箇所の修繕間隔は10年よりも 

  短いものと思われる事。 

わだち量30㎜は維持修繕要否判断のためのわだ 

ち量の目安として道路維持修繕要綱６）に示されて 

いる事。 

・維持修繕必要の目安とされる維持管理指数ＭＣＩ＝ 

4.Oはわだち量31㎜の路面状態に相当する事。 

 

 したがって、1O年以内にわだち量が30㎜以上とな 

る場所で改質Ⅱ型を用いた耐流動対策舗装を行う事に 

より、全体の補修サイクルを伸ばす事ができ、コスト 

の縮減に寄与できると考えた。 
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７－２ 箇所選定基準について 

10年以内にわだち量が30mm以上となる様な箇所の、 
路面温度と大型車交通量の条件を検討する事とした。 

そこで、n年後のわだち量を求める予測式（式－ 
3，4，5）を変形し、「年間路面高温ポイント：Ａ」と 

「日当り大型車交通量：Ｎ」を変数と考えると、式－ 

6，7，8のようになる。 

 

式－6，7，8の各氏においてn＝10年、Y＝30mmの条 
件を代入し、その時の「年間路面高温ポイント：Ａ」 

と「日当り大型車交通量：Ｎ」の関係を示すと、図－ 

６のようになる。 

このグラフにおいて、10年でわだち量が30mmとなる 
箇所の大型車交通量と年間路面高温ポイントの条件を 

表している。例えば、ストアスでは大型車交通量が 

2,O00台/日で年間路面高温ポイントが6,703以上の箇所 

は10年でわだち量が30mm以上になると推測している。 
このグラフから、ｽﾄｱｽ舗装が10年でわだち量30mm 
以上になるのは、表－６の条件に該当する箇所である。 

 

 

８．適用路線区間選定に関する検討 

８－１ 適用路線区間選定手法 

得られた適用条件に適合する路線区間を、道路交通 

センサスデータとアメダス観測データを用いて検討し 

た。 

検討に使用したデータは 

・交通センサスデータ（Ｈ６,Ｈ９） 

  アメダス観測データ（Ｈ６年～Ｈ10年度） 

である。 

なお、路面高温ポイントは年度による変動が大きい 

ため(表－４参照)、Ｈ６年～Ｈ10年度のアメダスデー 

タの平均を用いる事とし、全道アメダスデータポイン 

ト全162点における各年度の路面高温ﾎﾟｲﾝﾄを算出し、 

その５年分の平均を、「年間路面高温ポイント」とし、 

北海道内の年間路面高温ポイントを把握した。 

これにＨ６、９年センサスデータを重ねあわせ、表 

－６の条件にあう路線を改質Ⅱ型適用路線とするのが 

望ましいと考えた。 

 

８－２ 路線選定作業手順 

①3,000台/日以上の区間に対して 

表－６より、3,000台以上の区間は平均年間路面高 

温ポイントが3,844以上なら適用路線となる。 

図－７において、平均年間路面高温ポイントが3,900 

以上の市町村を色塗りしてあり、3,000台以上の区間 

(赤色)は38号釧路市部分以外は全部適用路線となる。 

②2,500～3,OOO台/日の区間に対して 

表－6より、2,500台以上3,O00台未満の区間は平均 

年間路面高温ポイントが4,415以上なら適用路線となる。 

図－８において、平均年間路面高温ポイントが4,500 

以上の市町村を色塗りしてあり、2,500～3,000台の区間 

(ピンク色)は全部適用路線となる。 

③2,000～2,500台/日の区間に対して 

表－６より、2,000台以上2,500台未満の区間は平均 

年間路面高温ポイントが5,845以上なら適用路線となる。 

図－９において、平均年間路面高温ポイントが5,900 

以上の市町村を色塗りしてあり、2,000～2,500台の区間 

(オレンジ色)は38号釧路市～白糠区間以外は全部適 

用路線となる。 

④1,500～2,000台/日の区間に対して 

表－６より、1,500台以上2,000台未満の区間は平均 

年間路面高温ポイントが8,132以上なら適用路線となる。 

図－10において、平均年間路面高温ポイントが8,200 

以上の市町村を色塗りしてある。1,500～2,000台の区間 

(濃い緑色)かつ色塗りされた市町村区間が適用路線 
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となる。道東および道南の海岸線沿いの区間等が適 

用路線とならない。 

⑤1,000～1,500台/日の区間に対して 

表－６より、1,000台以上1,500台未満の区間は平均 

年間路面高温ポイントが12,420以上なら適用路線と 

なるが、平均年間路面高温ポイントが12,420以上の 

市町村はない。 

したがって1,000～1,500台の区間（薄い緑色）は適 

用路線とならない。 

以上を総括した結果、図－11の路線を適用区間とした。 

なお、最終的な適用区間選定は、ある程度連続した路 

線区間として考えたため、条件に合致しない区間で 

あっても連続的に見て適用区間とするのが望ましいと 

考えられる区間は適用路線区間とし、逆に適用条件に 

合致した区間であっても、前後の区間を考慮して適用 

区間外とするのが望ましいと考えられる区間は適用区 

間としていない。 

９．おわりに 

本資料においては、改質Ⅱ型を用いた耐流動対策舗 

装の適用条件および適用路線の選定に関して解説を 

行った。 

これら適用条件を検討し、本資料作成するにあたり、 

各開発建設部の担当者及び工事関係者の方々には多大 

なご協力をいただいた。ここに感謝の意を表する。 
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